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研究成果の概要（和文）：本研究の成果は、次の3つに分類される。1つ目として、PsyCap日本語版尺度を開発
し、信頼性と妥当性の検証を行った。2つ目として、日本での組織行動におけるPsyCapと職場関連要因との関係
性を検討し、諸外国における研究と同様、日本語版を用いた日本人従業員よるデータにおいてもポジティブな関
係性があることが確認された。3つ目として、日米それぞれで収集したデータを比較し、尺度における特異項目
機能を検出した。

研究成果の概要（英文）：The results of this study can be consisted of three parts: First, a Japanese
 version of the PCQ was developed and conducted validation studies; second, the relationship between
 PsyCap and workplace-related factors in organizational behavior in Japan was examined, and, as in 
studies conducted in other countries, PCQJ was found to be positively related to workplace-related 
factors by Japanese employees. Finally, data collected in Japan and the U.S. were compared to detect
 differential item functioning in the scale.

研究分野： 経営学

キーワード： サイコロジカル・キャピタル　心理的資本　Psychological Capital　組織行動　人的資源管理　心理的
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は日本における研究実績の少ないPsyCapに関し、日本語での尺度開発を通じてPsyCapの概念、および尺度
の普及に向けた基盤構築を図るものである。本尺度による測定は、日本人のPsyCapの現状や変化を把握するとと
もに、海外との比較への可能性を開くものとなる。また今後、この尺度（ツール）の活用が、企業における組織
力の強化につながる人的資源管理に資することが期待される。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
サイコロジカル・キャピタル（psychological capital: 心理的資本、以下 PsyCap と表記）と

は、職業生活において人がこうありたいと願う目標に向けて自律的かつ前向きに進んでいこう
とする心理的力量であり、2004 年にアメリカにて提唱された概念である（Luthans & Youssef, 
2004）。PsyCap は、人間の強みとされる希望、効力感、レジリエンス、楽観性という 4 つの要
素から構成された概念である。希望は目標達成までの計画を立て、必要に応じてそれを変更しな
がらも成し遂げる意志を持って前進する力、効力感は難題をもやり遂げる必要な努力ができる
という自信、レジリエンスは逆境を乗り越えて更に成長する力、楽観性は現在と未来の成功を肯
定的に帰属する説明スタイルを意味する。これら 4 つの要素の相乗効果による心理的な力量が
PsyCap といえる。 
これまでの PsyCap 研究には 2 つの潮流がある。1 つはアメリカでのポジティブ心理学運動

の影響を受けて組織行動に適用させた「ポジティブ組織行動」の概念として発展してきた流れ、
2 つ目は、経営学における競争優位の源泉として存在してきたソーシャル・キャピタルおよびヒ
ューマン・キャピタルを進化させた人的資源管理の流れである。これら 2 つの潮流の中で、アメ
リカをはじめ世界各国において積み重ねられてきた研究を通じ、PsyCap を向上させることの有
用性が実証されている（Avey, Luthans, & Jensen, 2009; Rego, Marques, Leal, Sousa, & Pina, 
2010）。 
このように世界中で活発に研究が進められてきた PsyCap だが、日本国内においては未だ実

証報告は見受けられない。現在の日本は過去にあったような右肩上がりの経済成長が望めず、本
来従業員に大きな活力をもたらし得るはずの、企業の成長が難しい環境であるといえる。長引く
不況という状況の中で、企業存続をかけて業績回復やさらなる向上を目指している企業も少な
くない。その強力な源となる従業員一人ひとりのモチベーションの向上は、企業が高い組織力を
得る観点で必須の要素といえる。これまで日本を含む世界各国で、数多くのモチベーション研究
がなされてきたが、アメリカにて開発された PsyCap に関する研究は日本では遅れていると言
わざるをえない。グローバル化が進み、ボーダーレスな企業経営を求められる環境において、
PsyCap 研究の進歩は、海外へ進出した日本企業が現地の従業員とともに成長する場面で、また
国内において多様な従業員を活用し組織力を伸ばす場面で、有効に作用すると考えられる。 
ここで「日本人従業員の働き方」に目を向けてみる。欧米と比較し、一つの企業で比較的長期

に働く傾向を持つ日本特有の職場環境も相まって、日本人従業員が活力を持って働き続けられ
る環境の構築は課題といえる。たとえば、従業員の一人ひとりが、対人関係を重視するあまりに
受け身で対応する形から、主体的に物事を考え、行動する形へのスタイルへの転換を図ることが
できたなら、それは先に述べた環境や状況を変えていく、ひとつの打開点となるのではないだろ
うか。このように、従業員が「活力を持って働く」指標としての PsyCap を向上させる研究は、
企業組織や人、ひいては国家としての活力や競争力の向上という観点で、現在の日本的職場環境
においては必須であると考えられる。 
 本研究は、経営学分野における心理尺度開発研究および PsyCap 研究として位置づけられる。
経営学における外国語尺度からの日本語版尺度開発の研究には、プロアクティブ行動測定尺度
（太田・竹内・高石・岡村, 2016）、Area of work life survey（北岡・増田・森河・中川, 2015）、
組織機能阻害行動尺度（田中・外島, 2005）、組織コミットメント尺度（高橋, 1997）があるが、
本研究のように、尺度開発にあたり特異項目機能（differential item functioning：以下 DIF）
が検討されているのは、組織機能阻害行動尺度と組織コミットメント尺度のみであり、限定的で
あるといえる。海外においては、精度の高い分析にあたっての DIF の検討の必要性が指摘され
ている一方、日本国内においては軽視されてきた現状がある。 
 PsyCap 研究は、21 世紀に台頭してきた新たな概念として、世界各国において急速に実証研
究が進められ、職場関連要因との関係性が示されてきた。PsyCap と職務満足（Luthans, Avolio, 
Avey, & Norman, 2007）、ビックファイブ（Choi & Lee, 2014）、ワークエンゲージメント
（Thompson, Lemmon, & Thomas, 2015）リーダーとフォロアーの PsyCap（Chen, 2015）と
いったように、世界各国において職場関連要因との関係性が次々に明らかにされているが、日本
人従業員を対象とした実証研究報告は見受けられていない。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、日本的職場環境において PsyCap を実証的に検証するために、日本語版尺度
を作成し、日本人従業員の PsyCap と職場関連要因との関係性を明らかにすることである。また
人や組織の活性化に向けた施策に本研究を資するとともに、本研究の国内外における発信を通
して、国内における PsyCap の概念と尺度の普及、および国内外における、日本人従業員への理
解の向上を図ることである。 
 
３．研究の方法 
 （１）日本語版尺度作成および調査の実施 



 PsyCap の日本語版尺度を作成し、職務関連要因との関係性を実証し、日本語版尺度が PsyCap
の理論的背景に基づいていることを明らかにする。第一段階として、PsyCap オリジナル言語尺
度（Psychological Capital Questionnaire: PCQ）からバックトランスレーション法（Brislin, 
1970）を援用する形で日本語版（Psychological Capital Questionnaire Japanese-version: PCQJ）
を作成した。翻訳にあたっては組織行動論の専門家によるチームを編成し、尺度の翻訳と日本的
職場環境を考慮しつつ（Hambleton & Zenisky, 2011）、日本人従業員が一読して理解できる日
本語に訳した。予備調査を実施後、インターネット調査会社を通して日本で就労する日本人従業
員に質問紙を配布し、回答を得た。収集したデータを用いて、信頼性と妥当性の検討および仮説
検証を行った。 
 （２）日米間尺度比較 
 PCQ を用いてアメリカ人データを収集し、PCQJ との比較検証を行い、DIF を明らかにする。
インターネットプラットフォームを利用して、アメリカで就労するアメリカ人従業員に質問紙
を配布し、回答を得た。アメリカ人から収集したデータと日本人から収集したデータの比較によ
り、DIF の検討を行った。 
 
４．研究成果 
（１）日本語版尺度の信頼性・妥当性の検証 

 PCQ およびオリジナル尺度と異言語で作成された PsyCap 尺度開発研究に見受けられる尺度
の信頼性および妥当性に関しては、PCQJ においても確認された。また職場関連要因を含めた仮
説検証の結果、PCQJ を用いた研究においても関係性が確認された。 
（２）日米間尺度比較分析 
簡易分析の結果、PCQ と PCQJ とでは、ほぼ同様な結果が見受けられている。本研究により

作成した PCQJ は、日本人従業員に対して有効な調査結果が得られることがわかった。 
（３）PsyCap の概念と尺度の普及について 

 アメリカ人および日本人に行った調査結果から DIF の分析を進め、今後、成果を論文や学会
にて公表することで、国内外の企業に対して PsyCap の概念と PCQJ の普及および理解を得て
いく。今後、PCQJ を多くの企業で実施することで、日本的職場環境における日本人従業員のモ
チベーションの向上等、期待される。 
 
本研究は日本における研究実績の少ない PsyCap に関し、日本語での尺度開発を通じて

PsyCap の概念、および尺度の普及に向けた基盤構築を図るものであった。本尺度による測定は、
日本人の PsyCap の現状や変化を把握するとともに、海外との比較への可能性を開くものとな
る。また今後、この尺度の活用が、企業における組織力の強化につながる組織行動および人的資
源管理に資することが期待される。 
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